
財団法人東京税務協会 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか、監査を実施する。 

 

 

第２ 監査対象の概要 

 １ 事 業 の 内 容 

 （１）事 業 の 概 要 

財団法人東京税務協会（以下「協会」という。）は、地方税財政制度に関する研究、税務財政

関係資料の収集、関係職員に対する講習等を行い、税務行政の円滑な運営に寄与することを目

的として、昭和２７年１０月に設立された団体であり、協会の会員は、東京都、特別区及び都

の区域に所在する市町村から成っている。 

協会の事業は、大きく公益事業、収益事業、受託事業の三つに区分され、それぞれの事業の

内容は、以下のとおりである。 

ア 公益事業 区市町村が実施する税務職員研修への講師派遣など 

イ 収益事業 図書等の有償販売、軽油分析検査、人材派遣事業 

ウ 受託事業 都との契約に基づく研修業務の実施など 

 （２）都 と の 関 係 

都は、基本財産３億５，０６０万円のうち３億２０万円（８５．６％）を出えんするととも

に、平成１７年度及び平成１８年度に、協会の会員としてそれぞれ分担金５３１万６，０００

円を支出している。また、都は、表１のとおり、協会に業務委託を行っている。 

 

（表１）都からの業務委託                                              （単位：円） 

事 業 区 分 平成 17 年度 平成 18 年度 備   考 

都税務職員研修・実務実習業務 196,811,391 201,526,094  

都税事務所電話交換業務 280,303,171 261,631,249  

自動車税事務所業務 417,141,900 417,135,600 自動車税事務所における受付等 

軽油分析検査業務 41,338,586 39,655,910 硫黄、ガスクロ、クマリンの分析

合     計 935,595,048 919,948,853   
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 ２ 組   織 

協会は、事務所を中野区中野四丁目６番に置き、役員１５名（理事長１名、理事１２名、監事

２名）（うち非常勤１４名）及び職員２００名（うち都派遣職員２１名）で、２課をもって構成さ

れている。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

 １ 監 査 の 範 囲 

平成１７年度及び平成１８年度の事業について実施した。 

 ２ 実地監査期間 

 （１）主 税 局   平成１９年９月２６日及び同年１０月２日 

 （２）協   会   平成１９年９月２７日から同年１０月１日まで 

 

第４ 監 査 の 結 果 

１ 運営に関する事項 

協会の事業は、公益事業一般会計、収益事業特別会計及び受託事業特別会計により経理されて

おり、平成１８年度における収支状況は、当期収入合計１１億２，７７５万余円、当期支出合計

１０億６，３８８万余円、当期収支差額６，３８７万余円で、これに前期繰越収支差額１億７２

１万余円を加えた結果、次期繰越収支差額は１億７,１０８万余円となっている。 

平成１８年度末における財政状態は、資産合計７億５，０９３万余円、負債合計９，０７６万

余円、正味財産６億６，０１６万余円となっている。 

次に、事業環境について見ると、平成１８年度の各会計の当期収支差額がいずれも黒字となる

など、協会の経営は順調に推移している。 

財務事務に関する内部統制については、一部改善すべき事項が認められたが、財務規程に定め

られている会計方針に基づき、処理されている。 

以上、運営状況について述べてきたが、協会の事業は、出えん目的に沿って、適切に運営され

ているものと認められる。 

  

 - 268 - 

 



第５ 運営状況の概要 

１ 運営状況 

協会は、収支を公益事業一般会計、収益事業特別会計及び受託事業特別会計の３会計に区分し、

経理している。 

（１） 事業実績 

ア 公益事業一般会計 

公益事業一般会計の主な事業は、区市町村が実施する税務職員研修や講習会等への講師派

遣、全国の地方自治体税務職員を対象にした公開研修の実施、機関誌「東京税務レポート」

の発行である。 

平成１７年度及び平成１８年度の事業実績は表２のとおりである。 

 

（表２）公益事業の主な事業実績 

区  分 事業内容 平成１７年度 平成１８年度 

研修会への講師

派遣 

税務職員研修への協会講

師の派遣 

48 講座 320 時間     

講師派遣収入：7,327,796 円 

53 講座 332 時間     

講師派遣収入：8,308,846 円

公開税務実務研

修の開催 

税務職員対象の「東京税務

セミナー」を有料で開催 

受講者数 351 名     

受講料収入：6,772,500 円 

受講者数 351 名     

受講料収入：6,870,000 円 

刊行物（機関誌、

図書等）の発行 

四半期ごとに「東京税務レ

ポート」を発行し会員団体

に配布 

9,200 部(季刊 4 回) 

発行経費：4,717,512 円 

9,440 部(季刊 4 回) 

発行経費：5,138,927 円 
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イ 収益事業特別会計 

収益事業特別会計の主な事業は、税務実務の手引書、研修教材等図書の有償販売、軽油分

析検査、区市町村への人材派遣である。 

平成１７年度及び平成１８年度の事業実績は表３のとおりである。 

 

（表３）収益事業の主な事業実績 

区 分 事業内容 平成１７年度 平成１８年度 

図書の販売 税務関係図書の

有償販売 

地方税ミニガイド 2005 他 

合計 11,258 部 

販売収入：13,251,299 円 

滞納整理事務の手引他 

合計 15,223 部 

販売収入：15,476,356 円 

軽油分析検査

業務 

軽油の成分の分

析検査 

クマリン、ガスクロ、硫黄分析

合計 19,680 本       

分析受託収入：59,357,086 円 

クマリン、ガスクロ、硫黄分析

合計 18,993 本 

分析受託収入：60,978,910 円 

人材派遣事業 

 

専門職員の会員

団体への派遣 

派遣先 ４団体 

派遣者数 合計 ８名  

派遣事業収入：17,861,161 円 

派遣先 １７団体 

派遣者数 合計 ２９名  

派遣事業収入：102,549,741 円

 

ウ 受託事業特別会計 

受託事業特別会計の事業は、都からの委託を受けて実施している都税務職員研修・実務実

習業務、都税事務所電話交換業務及び自動車税事務所業務である。 

平成１７年度及び平成１８年度の事業実績は表４のとおりである。 

 

（表４）受託事業の事業実績                    

区 分 事業内容 平成１７年度 平成１８年度 

研修業務 都税事務従事職員対象

税務研修等の実施 

課題研修他 

合計 358 回 11,377 名 

受託額：196,811,391 円 

課題研修他 

合計 353 回 11,937 名 

受託額：201,526,094 円 

都税事務所 

電話交換業務 

都税事務所での電話交

換業務の実施 

都税事務所電話交換業務 

２５所 

受託額：280,303,171 円 

都税事務所電話交換業務 

２４所 

受託額： 261,631,249 円 

自動車税事務

所業務 

自動車税事務所におけ

る申告・受付等の業務

の実施 

(５所) 固有職員１０３名 

受託額：417,141,900 円 

(５所) 固有職員１０３名 

受託額：417,135,600 円 
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（２）収支状況 

平成１８年度の３会計合計の収支は、別表１平成１８年度収支計算書総括表のとおり、当期

収入合計１１億２，７７５万余円に対し、当期支出合計１０億６，３８８万余円であり、当期

収支差額は６，３８７万余円となっており、これに前期繰越収支差額１億７２１万余円を加え

た結果、次期繰越収支差額は１億７,１０８万余円となっている。 

ア 公益事業一般会計 

平成１８年度の収支は別表２公益事業一般会計比較収支計算書のとおりである。 

当期収入合計は、５，１８６万余円であり、前年度（３,６１７万余円）と比較して、１,５

６９万余円（４３．４％）増加している。これは主に、収益事業特別会計から繰入金を収入し

たことによるものである。 

当期支出合計は、２，９４３万余円であり、前年度（３，６１１万余円）と比較して、６６

７万余円（１８．５％）減少している。 

この結果、当期収支差額は２,２４３万余円となり、これに前期繰越収支差額３，５６９万余

円を加えた次期繰越収支差額は５，８１２万余円となっている。 

イ 収益事業特別会計 

平成１８年度の収支は、別表３収益事業特別会計比較収支計算書のとおりである。 

当期収入合計は、１億７，９００万余円であり、前年度（９，０４９万余円）と比較して８,

８５１万余円（９７．８％）増加している。 

当期支出合計は、１億６，２１１万余円であり、前年度（８，７１５万余円）と比較して７,

４９６万余円（８６．０％）増加している。これらは主に、人材派遣事業の規模の拡大による

ものである。 

この結果、当期収支差額は１,６８８万余円となり、これに前期繰越収支差額２，６８３万余

円を加えた次期繰越収支差額は４，３７２万余円となっている。 

ウ 受託事業特別会計 

平成１８年度の収支は、別表４受託事業特別会計比較収支計算書のとおりである。 

当期収入合計は、９億１，１８８万余円であり、前年度（９億２，４９０万余円）と比較し

て１,３０１万余円（１．４％）減少している。 

当期支出合計は、８億８，７３３万余円であり、前年度（９億２，５３３万余円）と比較し

て３,７９９万余円（４．１％）減少している。これは主に、人件費の減少によるものである。 

この結果、当期収支差額は２，４５４万余円となり、これに前期繰越収支差額４，４６８万

余円を加えた次期繰越収支差額は、６，９２３万余円となっている。 

 

（３）財政状態 

平成１８年度末における３会計合計の財政状態は、別表５平成１８年度貸借対照表総括表の

とおり、資産合計７億５，０９３万余円、負債合計９，０７６万余円、正味財産６億６，０１
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６万余円となっている。 

 ３会計合計の正味財産は、別表６平成１８年度正味財産増減計算書総括表のとおりである。 

ア 公益事業一般会計 

公益事業一般会計における平成１８年度末の財政状態は、別表７公益事業一般会計比較貸

借対照表のとおりであり、資産合計４億９，９９６万余円、負債合計１，８３２万余円、正

味財産合計４億８，１６４万余円となっている。 

資産合計は、前年度（４億７，２０６万余円）と比較して２，７８９万余円（５．９％）

増加している。これは主に、現金預金が２,７８４万余円増加したことによるものである。 

負債合計は、前年度（１，２６１万余円）と比較して５７１万余円（４５．３％）増加し

ている。 

正味財産は、別表８公益事業一般会計比較正味財産増減計算書のとおりである。 

イ 収益事業特別会計 

収益事業特別会計における平成１８年度末の財政状態は、別表９収益事業特別会計比較貸

借対照表のとおりであり、資産合計１億８４３万余円、負債合計１,８１７万余円、正味財産

合計９，０２６万余円となっている。 

資産合計は、前年度（８，２８１万余円）と比較して２,５６２万余円（３０．９％）増加

している。これは主に、現金預金が１,５９８万余円増加したことによるものである。 

負債合計は、前年度（８９８万余円）と比較して９１８万余円（１０２．２％）増加して

いる。 

正味財産は、別表１０収益事業特別会計比較正味財産増減計算書のとおりである。 

ウ 受託事業特別会計 

受託事業特別会計における平成１８年度末の財政状態は、別表１１受託事業特別会計比較

貸借対照表のとおりであり、資産合計１億４,２５２万余円、負債合計５，４２６万余円、正

味財産合計８，８２５万余円となっている。 

資産合計は、前年度（１億１，２５５万余円）と比較して２，９９７万余円（２６．６％）

増加している。これは主に、現金預金が３，５０８万余円増加したことによるものである。 

負債合計は、前年度（４,８８４万余円）と比較して５４２万余円（１１．１％）増加して

いる。 

正味財産は、別表１２受託事業特別会計比較正味財産増減計算書のとおりである。 

 

２ 事業環境に関する評価及び財務事務に関する内部統制 

（１）経営環境に関する評価 

事業の経営環境について、経営者にヒアリングを行うとともに、事業活動、財務活動等の観

点から確認を行った結果、事業の経営環境及び事業運営において、次のとおり、留意すべき点

が見受けられた。 
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ア 事業の経営環境及び事業運営 

協会の経営環境について見ると、平成１８年度の収支状況は、各会計の当期収支差額がい

ずれも黒字となるなど、協会の経営は順調に推移している。 

なお、新たな公益法人制度が平成２０年度に施行されることに伴い、協会は、改めて公益

財団法人としての認定が必要となるが、事業全体に占める公益事業の割合などを考慮し、今

後の法人としてのあり方について検討していく必要がある。 

（２）財務事務に関する内部統制 

財務事務に関する内部統制の整備及び運用状況について検証したところ、基本的な規定であ

る経理規程は適切に整備されており、財務事務は、一部改善すべき事例を除き、同規程に定め

られている会計方針に基づき、処理されている。 

ア 職務の分掌 

組織に関する規程において、事務所及び事業所等（都税事務所など）の名称、所在地等は、

別表で定めることとしているが、都の組織改正に準じて、事業所名の変更が行われていない

ことが認められた。 

イ 帳簿組織 

財務規程に基づき、勘定科目を別に定めているが、一覧表等による確認ができない状況が

認められた。 

ウ 現金及び預金の取扱 

小口現金の取扱いについては、協会財務規程において、保有限度額、受払い及び保管者を

定めている。 

エ 領収書の取扱 

領収書の取扱いについては、協会財務規程に基づき処理されている。 

オ 収入・支出関係 

収入・支出関係については、協会財務規程に基づき事務処理が行われている。 
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（別表１）平成１８年度収支計算書総括表

(単位：円)

科　　　　　　目
公益事業 収益事業 受託事業

　合　　計

一般会計 特別会計 特別会計

収入の部

基本財産運用収入 7,325,000 7,325,000 0 0

分担金収入 10,632,000 10,632,000 0 0

助成金収入 2,270,300 2,270,300 0 0

受講料収入 6,870,000 6,870,000 0 0

繰入金収入 0 15,000,000 0 0

高齢者等雇用奨励金収入 252,000 252,000 0 0

事業収入 1,083,120,607 0 179,005,007 904,115,600

雑収入 9,068,741 9,068,396 345 0

特定預金取崩収入 8,219,103 449,103 0 7,770,000

当 期 収 入 合 計 1,127,757,751 51,866,799 179,005,352 911,885,600

支出の部

事業費 914,106,858 21,274,082 122,856,634 769,976,142

管理費 110,779,809 7,881,768 18,856,422 84,041,619

特定預金支出 2,259,825 278,400 61,425 1,920,000

繰入金支出 0 0 15,000,000 0

都返還金 23,822,657 0 0 23,822,657

法人税等納税費 12,917,600 0 5,341,291 7,576,309

当 期 支 出 合 計 1,063,886,749 29,434,250 162,115,772 887,336,727

当 期 収 支 差 額 63,871,002 22,432,549 16,889,580 24,548,873

前期繰越収支差額 107,213,807 35,692,096 26,836,419 44,685,292

次期繰越収支差額 171,084,809 58,124,645 43,725,999 69,234,165

※収入の部（繰入金収入）及び支出の部（繰入金支出）は、15,000,000円を内部取引消去している。
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（別表２）公益事業一般会計比較収支計算書

(単位：円、％)

科　　　　　　目
平成１８年度 平成１７年度

増  （△）  減
金   　額 率(％)

（Ａ） （Ｂ） (Ａ）－(Ｂ)
 (A-B)／（B)
      ×100

収入の部

基本財産運用収入 7,325,000 7,325,000 0 0

分担金収入 10,632,000 10,632,000 0 0

助成金収入 2,270,300 1,959,265 311,035 15.9

次期繰越収支差額 6,870,000 6,772,500 97,500 1.4

繰入金収入 15,000,000 1,000,000 14,000,000 1,400.0

高齢者等雇用奨励金収入 252,000 252,000 0 0

雑収入 9,068,396 8,004,789 1,063,607 13.3

特定預金取崩収入 449,103 225,903 223,200 98.8

減価償却引当預金取崩収入 223,200 0 223,200 －

基本財産積立預金取崩収入 225,903 225,903 0 0

当  期  収  入  合  計 51,866,799 36,171,457 15,695,342 43.4

支出の部

事業費 21,274,082 23,416,940 △ 2,142,858 △ 9.2

税務行政調査事業費 403,880 561,960 △ 158,080 △ 28.1

講習会及び講演会事業費 1,424,692 1,492,980 △ 68,288 －

刊行物発行事業費 7,203,665 6,435,470 768,195 11.9

納税思想宣伝費 1,535,895 1,494,660 41,235 2.8

税務資料室事業費 1,184,089 733,680 450,409 61.4

表彰事業費 910,195 764,022 146,173 19.1

公開税務事業費 2,069,969 2,095,199 △ 25,230 △ 1

人件費（事業） 6,541,697 9,838,969 △ 3,297,272 △ 33.5

管理費 7,881,768 8,487,109 △ 605,341 △ 7.1

事務費 2,002,302 1,996,053 6,249 0.3

人件費（管理） 4,213,903 4,276,486 △ 62,583 △ 1.5

高齢者等互助事業費 1,665,563 2,214,570 △ 549,007 △ 24.8

特定預金支出 278,400 4,207,700 △ 3,929,300 △ 93.4

退職給与引当預金支出 278,400 207,700 70,700 34.0

事業安定積立預金支出 0 4,000,000 △ 4,000,000 △ 100

当  期  支  出  合  計 29,434,250 36,111,749 △ 6,677,499 △ 18.5

当  期  収  支  差  額 22,432,549 59,708 22,372,841 37,470.4

前 期 繰 越 収 支 差 額 35,692,096 35,632,388 59,708 0.2

次 期 繰 越 収 支 差 額 58,124,645 35,692,096 22,432,549 62.9
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(別表３）収益事業特別会計比較収支計算書

(単位：円、％)

科　　　　　　目
平成１８年度 平成１７年度

増  （△）  減
金   　額 率(％)

（Ａ） （Ｂ） (Ａ）－(Ｂ)
 (A-B)／（B)
      ×100

収入の部

事業収入 179,005,007 90,469,546 88,535,461 97.9

　　軽油分析受託収入 60,978,910 59,357,086 1,621,824 2.7

　　出版物販売収入 15,476,356 13,251,299 2,225,057 16.8

　　人材派遣事業収入 102,549,741 17,861,161 84,688,580 474.1

雑収入 345 20,696 △ 20,351 △ 98.3

雑収入 345 20,696 △ 20,351 △ 98.3

当 期 収 入 合 計 179,005,352 90,490,242 88,515,110 97.8

支出の部

事業費 122,856,634 55,307,016 67,549,618 122.1

軽油分析事業費 12,798,065 16,097,083 △ 3,299,018 △ 20.5

出版物発行事業費 9,927,360 7,373,799 2,553,561 34.6

人材派遣事業費 2,766,310 3,640 2,762,670 －

人件費（事業） 97,364,899 31,832,494 65,532,405 205.9

管理費 18,856,422 18,246,658 609,764 3.3

事務費 9,023,501 8,268,175 755,326 9.1

人件費（管理） 9,832,921 9,978,483 △ 145,562 △ 1.5

当 期 収 支 差 額 61,425 10,061,425 △ 10,000,000 △ 99.4

減価償却引当預金支出 61,425 61,425 0 0

事業安定積立預金支出 0 10,000,000 △ 10,000,000 △ 100

繰入金支出 15,000,000 1,000,000 14,000,000 －

繰入金支出 15,000,000 1,000,000 14,000,000 －

法人税等納税費 5,341,291 2,537,174 2,804,117 110.5

法人税等納税費 5,341,291 2,537,174 2,804,117 110.5

当 期 支 出 合 計 162,115,772 87,152,273 74,963,499 86.0

当 期 収 支 差 額 16,889,580 3,337,969 13,551,611 406.0

前期繰越収支差額 26,836,419 23,498,450 3,337,969 14.2

次期繰越収支差額 43,725,999 26,836,419 16,889,580 62.9
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（別表４）受託事業特別会計比較収支計算書

(単位：円、％)

科　　　　　　目
平成１８年度 平成１７年度

増  （△）  減
金   　額 率(％)

（Ａ） （Ｂ） (Ａ）－(Ｂ)
 (A-B)／（B)
      ×100

収入の部

事業収入 904,115,600 921,607,836 △ 17,492,236 △ 1.9

研修業務受託収入 215,551,000 215,118,000 433,000 0.2

電話交換業務受託収入 271,429,000 289,347,936 △ 17,918,936 △ 6.2

自動車税業務受託収入 417,135,600 417,141,900 △ 6,300 △ 0

雑収入 0 4,893 △ 4,893 △ 100

雑収入 0 4,893 △ 4,893 △ 100

特定預金取崩収入 7,770,000 3,292,000 4,478,000 136.0

退職給与引当預金取崩収入 7,770,000 3,292,000 4,478,000 136.0

当 期 収 入 合 計 911,885,600 924,904,729 △ 13,019,129 △ 1.4

支出の部

事業費 769,976,142 779,394,996 △ 9,418,854 △ 1.2

研修事業費 16,307,308 16,391,076 △ 83,768 △ 0.5

電話交換業務事業費 1,836,781 693,346 1,143,435 164.9

自動車税業務事業費 6,249,594 5,760,319 489,275 8.5

人件費（事業） 745,582,459 756,550,255 △ 10,967,796 △ 1.4

管理費 84,041,619 91,922,101 △ 7,880,482 △ 8.6

事務費 59,706,100 69,172,906 △ 9,466,806 △ 13.7

人件費（管理） 24,335,519 22,749,195 1,586,324 7.0

特定預金支出 1,920,000 20,640,000 △ 18,720,000 △ 90.7

退職給与引当預金支出 1,920,000 2,640,000 △ 720,000 △ 27.3

事業安定積立預金支出 0 18,000,000 △ 18,000,000 △ 100

都返還金 23,822,657 27,351,374 △ 3,528,717 △ 12.9

都返還金 23,822,657 27,351,374 △ 3,528,717 △ 12.9

法人税等納税費 7,576,309 6,021,626 1,554,683 25.8

法人税等納税費 7,576,309 6,021,626 1,554,683 25.8

当 期 支 出 合 計 887,336,727 925,330,097 △ 37,993,370 △ 4.1

当 期 収 支 差 額 24,548,873 △ 425,368 24,974,241 －

前期繰越収支差額 44,685,292 45,110,660 △ 425,368 △ 0.9

次期繰越収支差額 69,234,165 44,685,292 24,548,873 54.9
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（別表５）平成１８年度貸借対照表総括表

(単位：円）

科　　目 合　　計
公益事業 収益事業 受託事業

一般会計 特別会計 特別会計

資産の部

流動資産 261,204,459 71,744,633 65,956,630 123,503,196

固定資産 489,729,597 428,222,687 42,482,065 19,024,845

資　産　の　部　合　計 750,934,056 499,967,320 108,438,695 142,528,041

負債の部

流動負債 86,062,931 13,619,988 18,173,912 54,269,031

固定負債 4,705,600 4,705,600 0 0

負　債　の　部　合　計 90,768,531 18,325,588 18,173,912 54,269,031

正味財産の部

正味財産 660,165,525 481,641,732 90,264,783 88,259,010

負債及び正味財産合計 750,934,056 499,967,320 108,438,695 142,528,041

（別表６）平成１８年度正味財産増減計算書総括表
(単位：円)

科　　　　　　目 合　　計
公益事業 収益事業 受託事業
一般会計 特別会計 特別会計

増加の部

資産増加額 71,270,039 22,936,852 21,864,314 26,468,873

負債減少額 7,770,000 0 0 7,770,000

増加の部合計 79,040,039 22,936,852 21,864,314 34,238,873

減少の部

資産減少額 13,668,928 473,903 5,425,025 7,770,000

負債増加額 2,198,400 278,400 0 1,920,000

減少の部合計 15,867,328 752,303 5,425,025 9,690,000

当期正味財産増加額 63,172,711 22,184,549 16,439,289 24,548,873

前期繰越正味財産額 596,992,814 459,457,183 73,825,494 63,710,137

期末正味財産合計額 660,165,525 481,641,732 90,264,783 88,259,010
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（別表７）公益事業一般会計比較貸借対照表

(単位：円、％）

平成１８年度 平成１7年度 増 （△） 減

科　　　　　　目 金   　額 率(％)

　 　 （Ａ） （Ｂ） (Ａ）－(Ｂ)
(A-B)／（B)
     ×100

資産の部

流動資産 71,744,633 43,875,057 27,869,576 63.5

現　金　預　金 71,495,721 43,649,154 27,846,567 63.8

未　収　金 0 225,903 △ 225,903 △ 100

立　替　金 248,912 0 248,912 －

固定資産 428,222,687 428,192,287 30,400 0.0

基本財産 350,600,000 350,600,000 0 0

　投資有価証券 339,442,786 339,216,883 225,903 0.1

　定期預金 10,600,000 10,600,000 0 0

　基本財産積立預金 557,214 783,117 △ 225,903 △ 28.8

その他の固定資産 77,622,687 77,592,287 30,400 0.0

  什器備品 376,700 401,500 △ 24,800 △ 6.2

　電話加入権 582,400 582,400 0 0

　出資金 10,000 10,000 0 0

　退職給与引当預金 4,705,600 4,427,200 278,400 6.3

　減価償却引当預金 3,390,300 3,613,500 △ 223,200 △ 6

　事業安定積立預金 41,557,687 41,557,687 0 0

　高齢者等互助積立預金 27,000,000 27,000,000 0 0

資　産　の　部　合　計 499,967,320 472,067,344 27,899,976 5.9

負債の部

流動負債 13,619,988 8,182,961 5,437,027 66.4

未   払   金 1,712,122 1,506,174 205,948 13.7

預   り   金 11,907,866 6,676,787 5,231,079 78.3

固定負債 4,705,600 4,427,200 278,400 6.3

　　退職給与引当金 4,705,600 4,427,200 278,400 6.3

負　債　の　部　合　計 18,325,588 12,610,161 5,715,427 45.3

正味財産の部

正味財産 481,641,732 459,457,183 22,184,549 4.8

（うち基本金） 350,600,000 350,600,000 0 0

（うち当期正味財産増加額） 22,184,549 4,059,708 18,124,841 446.5

負債及び正味財産合計 499,967,320 472,067,344 27,899,976 5.9
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（別表８）公益事業一般会計比較正味財産増減計算書

(単位：円、％)

科　　　　　　目
平成１８年度 平成１７年度

増  （△）  減
金   　額 率(％)

（Ａ） （Ｂ） (Ａ）－(Ｂ)
 (A-B)／（B)
      ×100

増加の部

資産増加額 22,936,852 4,493,311 18,443,541 410.5

当期収支差額 22,432,549 59,708 22,372,841 37470.4

基本財産増加額 225,903 225,903 0 0

退職給与引当預金増加額 278,400 207,700 70,700 34.0

事業安定積立預金増加額 0 4,000,000 △ 4,000,000 0

増加の部合計 22,936,852 4,493,311 18,443,541 410.5

減少の部

資産減少額 473,903 225,903 248,000 109.8

什器備品除却額 24,800 0 24,800 　　　　    －

減価償却引当預金取崩額 223,200 0 223,200 　　　　    －

基本財産積立預金取崩額 225,903 225,903 0 0

負債増加額 278,400 207,700 70,700 34.0

退職給与引当金繰入額 278,400 207,700 70,700 34.0

減少の部合計 752,303 433,603 318,700 73.5

当期正味財産増加額 22,184,549 4,059,708 18,124,841 446.5

前期繰越正味財産額 459,457,183 455,397,475 4,059,708 0.9

期末正味財産合計額 481,641,732 459,457,183 22,184,549 4.8

（別表９）収益事業特別会計比較貸借対照表

(単位：円、％）

科　　　　　　目
平成１８年度 平成１７年度 増  （△）  減

金   　額 率(％)

（Ａ） （Ｂ） (Ａ）－(Ｂ)
 (A-B)／（B)
      ×100

資産の部

流動資産

現　金　預　金 45,731,994 29,747,748 15,984,246 53.7

未　収　金 16,167,917 6,075,549 10,092,368 166.1

商　品 4,056,719 5,363,600 △ 1,306,881 △ 24.4

流  動  資  産　合　計 65,956,630 41,186,897 24,769,733 60.1

固定資産

その他の固定資産 42,482,065 42,151,000 331,065 2.1

  什器備品 952,140 156,975 795,165 506.6

　減価償却引当預金 245,700 184,275 61,425 33.3

　事業安定積立預金 41,284,225 41,809,750 △ 525,525 0

固　定　資　産　合　計 42,482,065 42,151,000 331,065 2.1

資　産　の　部　合　計 108,438,695 82,812,372 25,626,323 30.9

負債の部

流動負債 18,173,912 8,986,878 9,187,034 102.2

未   払   金 18,173,912 8,986,878 9,187,034 102.2

負　債　の　部　合　計 18,173,912 8,986,878 9,187,034 102.2

正 味 財 産 の 部 90,264,783 73,825,494 16,439,289 22.3

正味財産 90,264,783 73,825,494 16,439,289 22.3

（うち当期正味財産増加額） 16,439,289 14,733,211 1,706,078 11.6

負債及び正味財産合計 108,438,695 82,812,372 25,626,323 30.9
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（別表10）収益事業特別会計比較正味財産増減計算書

(単位：円、％)

科　　　　　　目
平成１８年度 平成１７年度

増  （△）  減
金   　額 率(％)

（Ａ） （Ｂ） (Ａ）－(Ｂ)
 (A-B)／（B)
      ×100

増加の部

資産増加額 21,864,314 18,762,994 3,101,320 16.5

当期収支差額 16,889,580 3,337,969 13,551,611 406.0

什器備品購入額 856,590 0 856,590 　　　　    －

減価償却引当預金増加額 61,425 61,425 0 0

事業安定積立預金増加額 0 10,000,000 △ 10,000,000 △ 100.0

期末商品棚卸額 4,056,719 5,363,600 △ 1,306,881 △ 24.4

増 加 の 部 合 計 21,864,314 18,762,994 3,101,320 16.5

減少の部

資産減少額合計 5,425,025 4,029,783 1,395,242 34.6

備品減価償却額 61,425 61,425 0 　　　　　  －

期首商品棚卸額 5,363,600 3,968,358 1,395,242 35.2

減 少 の 部 合 計 5,425,025 4,029,783 1,395,242 34.6

当期正味財産増加額 16,439,289 14,733,211 1,706,078 11.6

前期繰越正味財産 73,825,494 59,092,283 14,733,211 24.9

期末正味財産合計額 90,264,783 73,825,494 16,439,289 22.3

（別表11）受託事業特別会計比較貸借対照表

(単位：円、％）

科　　　　　　目
平成１８年度 平成１７年度

増  （△）  減
金   　額 率(％)

（Ａ） （Ｂ） (Ａ）－(Ｂ)
 (A-B)／（B)

×100
資産の部 　

流動資産 123,503,196 87,682,376 35,820,820 40.9

現　金　預　金 77,806,146 42,725,080 35,081,066 82.1

未　収　金 45,697,050 44,957,296 739,754 1.6

固定資産 19,024,845 24,874,845 △ 5,850,000 △ 23.5

その他の固定資産合計 19,024,845 24,874,845 △ 5,850,000 △ 23.5

　退職給与引当預金 0 5,850,000 △ 5,850,000 △ 100

　事業安定積立預金 19,024,845 19,024,845 0 0

資　産　の　部　合　計 142,528,041 112,557,221 29,970,820 26.6

負債の部

流動負債 54,269,031 42,997,084 11,271,947 26.2

未   払   金 54,269,031 42,997,084 11,271,947 26.2

固定負債 0 5,850,000 △ 5,850,000 △ 100

　　退職給与引当金 0 5,850,000 △ 5,850,000 △ 100

負　債　の　部　合　計 54,269,031 48,847,084 5,421,947 11.1

正 味 財 産 の 部 88,259,010 63,710,137 24,548,873 38.5

正味財産 88,259,010 63,710,137 24,548,873 38.5

（うち当期正味財産増加額） 24,548,873 17,574,632 6,974,241 39.7

負債及び正味財産合計 142,528,041 112,557,221 29,970,820 26.6
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（別表12）受託事業特別会計比較正味財産増減計算書

(単位：円、％)

科　　　　　　目
平成１８年度 平成１７年度

増  （△）  減

金   　額 率(％)

（Ａ） （Ｂ） (Ａ）－(Ｂ)
 (A-B)／（B)
      ×100

増加の部

資産増加額合計 26,468,873 20,640,000 5,828,873 28.2

当期収支差額 24,548,873 0 24,548,873 －

退職給与引当預金増加額 1,920,000 2,640,000 △ 720,000 △ 27.3

事業安定積立預金増加額 0 18,000,000 △ 18,000,000 △ 100

負債減少額合計 7,770,000 3,292,000 4,478,000 136.0

退職給与引当金取崩額 7,770,000 3,292,000 4,478,000 136.0

増 加  の 部 合 計 34,238,873 23,932,000 10,306,873 43.1

減少の部

資産減少額 7,770,000 3,717,368 4,052,632 109.0

当期収支差額 0 425,368 △ 425,368 △ 100.0

退職給与引当預金取崩額 7,770,000 3,292,000 4,478,000 136.0

負債増加額 1,920,000 2,640,000 △ 720,000 △ 27.3

退職給与引当金繰入額 1,920,000 2,640,000 △ 720,000 △ 27.3

減　少　の　部　合　計　 9,690,000 6,357,368 3,332,632 52.4

当期正味財産増加額 24,548,873 17,574,632 6,974,241 39.7

前期繰越正味財産額 63,710,137 46,135,505 17,574,632 38.1

期末正味財産合計額 88,259,010 63,710,137 24,548,873 38.5
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